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　原動機付自転車や二輪車などのバイクには、軽自動車税（市町
村税）が課されています。平成27年度分から実施されることになっ
ていた原動機付自転車と二輪車に対する軽自動車税の税率引き上
げが、平成27年度税制改正により１年延期され、平成28年度分か
らの適用に変更されています。

バイクの税率引き上げ１年延期に
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国　税／ 5月分源泉所得税の納付 
 6月10日

国　税／ 所得税の予定納税額の通知 
 6月15日

国　税／ 4月決算法人の確定申告（法
人税・消費税等） 6月30日

国　税／ 10月決算法人の中間申告 
 6月30日

国　税／ 7月、10月、1月決算法人の消
費税等の中間申告（年3回の
場合） 6月30日

地方税／ 個人の道府県民税及び市町
村民税の納付（第1期分） 
 市町村の条例で定める日

労　務／ 健康保険・厚生年金保険被
保険者賞与支払届 
 支払後5日以内

労　務／ 児童手当現況届（市町村役
場に提出） 6月30日

あじさい
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原
料
を
化
学
反
応
に
よ
っ
て
加
工

す
る
石
油
化
学
・
肥
料
・
セ
メ
ン
ト
・

化
学
薬
品
・
染
料
・
合
成
樹
脂
な
ど

の
工
業
の
化
学
業
界
は
、
平
成
二
十

五
年
度
で
業
界
全
体
と
し
て
、
出
荷

額
四
四
兆
円
、
過
去
五
年
間
の
伸
び

率
は
二
・
五
％
、
研
究
費
二
・
三
兆

円
、
労
働
者
数
八
八
万
人
、
一
人
当

た
り
の
平
均
年
収
は
六
一
〇
万
円
、

と
な
っ
て
い
ま
す
。

◎
出
荷
額
は
平
成
二
十
五
年
度
か
ら

増
加
に
転
じ
る

　

化
学
業
界
の
過
去
の
推
移
を
み
る

と
、
平
成
十
七
年
〜
十
九
年
は
増
加

傾
向
、
二
十
年
〜
二
十
一
年
は
減
少

傾
向
、
二
十
二
年
〜
二
十
四
年
は
横

ば
い
、
二
十
五
年
に
は
再
び
増
加
に

転
じ
て
い
ま
す
。

　

平
成
十
九
年
ま
で
の
化
学
業
界
の

好
景
気
を
牽
引
し
て
き
た
の
は
、
中

国
な
ど
ア
ジ
ア
市
場
の
需
要
拡
大
に

よ
る
も
の
で
す
。
し
か
し
な
が
ら
、

平
成
二
十
年
に
入
り
原
油
価
格
の
高

騰
で
石
油
化
学
工
業
を
中
心
に
収
益

が
減
少
、
さ
ら
に
二
十
年
後
半
か
ら

は
金
融
危
機
で
需
要
が
減
少
し
ま
し

た
。
二
十
二
年
か
ら
は
回
復
し
た
も

の
の
、
化
学
品
の
需
要
減
少
や
石
油

化
学
分
野
の
業
績
悪
化
な
ど
か
ら
二

十
四
年
ま
で
は
横
ば
い
、
二
十
五
年

か
ら
世
界
的
に
景
気
回
復
が
進
ん
だ

こ
と
か
ら
再
び
増
加
に
転
じ
て
い
ま

す
。

　

ま
た
、
化
学
は
間
口
が
広
く
、
平

成
二
十
二
年
の
工
業
統
計
表
か
ら
出

荷
額
構
成
比
を
見
る
と
、
下
の
円
グ

ラ
フ
の
よ
う
に
な
っ
て
い
ま
す
。

◎
自
動
車
と
並
ぶ
最
大
の
牽
引
役

　

日
本
政
策
投
資
銀
行
の
調
査
に
よ

る
と
、
化
学
工
業
の
平
成
二
十
六
年

度
の
設
備
投
資
額
は
、
前
年
の
減
少

か
ら
一
転
し
て
二
八
・
五
％
の
大
幅

増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

化
学
工
業
へ
の
設
備
投
資
額
は
製

造
業
全
体
の
投
資
額
の
ほ
ぼ
一
一
％

と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
製

造
業
の
中
で
も
自
動
車
と
並
ぶ
最
大

の
牽
引
役
と
し
て
注
目
さ
れ
て
い
ま

す
。

　

内
訳
を
み
る
と
、
電
子
・
電
池
、

エ
コ
カ
ー
、
航
空
機
等
向
け
化
学
品

の
ほ
か
、
能
力
増
強
は
抑
制
傾
向
に

化学工業の出荷額構成比（平成22年）

化学肥料
1.2％

石油化学系基礎製品
6.6％

脂肪族系中間物
5.9％

プラスチック
13.2％

合成ゴム 1.6％

その他の有機化学工業製品 5.5％油脂・石けん・合成洗剤・界面活性剤 4.2％

医薬品 28.1％

農薬 1.0％

化粧品・歯磨・その他の
化粧用調整品 5.3％

ゼラチン・接着剤 1.2％

写真感光材料 1.7％ その他の最終化学製品 6.8％

塗料 4.0％

環式中間物・
合成染料・
有機顔料
6.8％

無機化学
工業製品
6.9％

有機化学
工業製品
39.7％

最終製品
52.2％

化
学
工
業
の

現
状
と
今
後
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あ
り
ま
す
が
維
持
補
修
投
資
が
増
え

て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
設
備
の
老
朽

化
や
平
成
二
十
三
〜
二
十
四
年
に
ブ

ラ
ン
ド
事
故
が
相
次
い
だ
こ
と
が
要

因
に
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

◎
高
機
能
品
の
生
産
を
重
視

　

ま
た
、
新
製
品
・
製
品
の
高
度
化

へ
の
投
資
も
増
え
て
い
る
の
は
、
海

外
企
業
の
生
産
が
拡
大
し
日
本
企
業

が
選
択
と
集
中
を
求
め
ら
れ
る
中
で
、

他
社
と
の
差
別
化
に
か
か
る
投
資
で

高
機
能
品
の
生
産
を
重
視
し
た
こ
と

も
背
景
に
あ
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

そ
の
一
方
で
、
海
外
へ
の
設
備
投

資
は
対
前
年
比
二
九・四
％
の
減
少
と

な
り
、
二
〇
％
以
上
の
大
幅
減
と
な

る
の
は
平
成
十
五
年
度
以
来
一
一
年

振
り
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、

こ
れ
ま
で
の
海
外
へ
の
大
型
設
備
投

資
を
一
旦
落
ち
着
か
せ
た
こ
と
に
よ

る
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

海
外
投
資
を
長
期
推
移
で
み
る

と
、
基
礎
化
学
品
や
電
子
材
料
で
の

大
型
投
資
に
よ
り
平
成
十
七
年
度
と

二
十
三
年
度
に
大
き
な
山
が
あ
り
ま

し
た
。

◆
成
長
分
野
へ
の
取
組
み

　

現
在
で
は
、
高
機
能
品
へ
の
シ
フ

ト
の
推
進
に
加
え
て
、
新
た
な
成
長

分
野
へ
の
取
組
み
も
積
極
的
に
行
っ

て
い
く
こ
と
が
必
要
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

調
査
で
は
、
国
内
成
長
市
場
は
何

か
と
の
問
い
に
対
し
て
、
医
療
関
連

と
回
答
す
る
企
業
が
多
く
な
っ
て
い

ま
す
。
ま
た
、エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
、

次
世
代
自
動
車
関
連
に
も
多
く
の
関

心
が
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
関
連
で
は
太

陽
電
池
や
次
世
代
二
次
電
池
な
ど
エ

ネ
ル
ギ
ー
関
連
の
材
料
や
環
境
負
荷

の
低
い
素
材
な
ど
に
注
力
し
て
い
る

企
業
が
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。
海
外

に
お
い
て
も
、
こ
の
分
野
を
回
答
す

る
企
業
割
合
が
高
く
、
シ
ェ
ー
ル
ガ

ス
関
連
に
積
極
的
に
取
組
ん
で
い
く

姿
勢
を
見
せ
る
企
業
も
あ
り
ま
す
。

次
世
代
自
動
車
関
連
は
、
車
体
の
軽

量
化
、
高
効
率
化
・
省
燃
費
化
、
環

境
対
応
、
車
内
の
快
適
化
な
ど
の
向

上
に
資
す
る
資
材
に
注
力
す
る
企
業

が
主
体
と
な
っ
て
い
ま
す
。

◎
医
療
関
連
分
野
に
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス

　

化
学
産
業
の
中
で
最
も
回
答
が
多

か
っ
た
医
療
関
連
分
野
に
つ
い
て
は
、

国
内
だ
け
で
な
く
ア
ジ
ア
地
域
に
お

い
て
も
高
齢
化
が
進
ん
で
お
り
、
新

興
国
の
医
療
水
準
向
上
も
あ
っ
て
、

持
続
的
な
成
長
が
予
測
さ
れ
て
い
ま

す
。
こ
の
医
療
関
連
の
進
出
分
野
と

し
て
は
、
製
薬
メ
ー
カ
ー
向
け
の
医

薬
品
添
加
物
、
原
料
・
中
間
体
、
医

薬
品
合
成
技
術
、
バ
イ
オ
医
薬
品
開

発
支
援
、
医
療
包
装
材
等
で
、
こ
れ

ま
で
に
培
っ
て
き
た
技
術
や
強
み
を

応
用
で
き
る
分
野
と
な
っ
て
い
ま
す
。

今
後
、
さ
ら
な
る
高
齢
化
に
伴
う
ニ

ー
ズ
の
多
様
化
、
予
防
医
学
、
医
療

の
効
率
化
な
ど
の
視
点
か
ら
、
医
薬

品
で
は
な
い
医
療
分
野
に
お
い
て
も

ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
が
あ
り
そ
う
で

す
。

◆
研
究
開
発
人
材
の
重
要
性

　

化
学
工
業
は
他
業
種
に
比
べ
、
研

究
開
発
が
付
加
価
値
を
生
み
、
技
術

力
が
成
長
し
競
争
力
に
大
き
く
影
響

す
る
分
野
で
す
。
化
学
産
業
の
若
手

人
材
育
成
を
目
的
に
、「
化
学
人
材

育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
が
政
府
主
導
で

現
在
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う

に
質
の
向
上
と
並
行
し
て
量
を
増
や

す
施
策
も
期
待
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ

で
す
。
例
え
ば
、
化
学
実
験
シ
ョ
ー

や
化
学
工
業
の
会
社
訪
問
等
が
考
え

ら
れ
ま
す
。

　

最
後
に
、
今
後
の
化
学
メ
ー
カ
ー

は
ユ
ー
ザ
ー
の
潜
在
的
な
も
の
も
含

め
た
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
て
分
野
を
絞

り
、
ま
ず
は
自
前
の
ノ
ウ
ハ
ウ
や
技

術
を
生
か
し
、
ま
た
、
自
社
で
は
足

り
な
い
も
の
で
あ
れ
ば
Ｍ
＆
Ａ
な
ど

に
よ
り
他
社
か
ら
補
い
つ
つ
進
め
て

い
き
、
そ
の
分
野
で
最
先
端
素
材
や

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
開
発
・
提
供
し

て
い
く
こ
と
が
持
続
的
成
長
の
キ
ー

と
な
り
ま
す
。

【
事
例　

Ｙ
社
の
場
合
】

　

Ｙ
社
は
、
塗
料
製
品
及
び
溶
剤
類

の
製
造
、
化
学
工
業
薬
品
、
試
薬
の

製
造
等
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

現
在
は
、
有
機
溶
剤
が
減
り
、
特

殊
溶
剤
の
比
率
が
高
ま
っ
て
お
り
、

ナ
フ
サ
が
高
止
ま
り
し
、
円
安
傾
向

で
あ
っ
た
こ
と
が
特
に
同
社
と
し
て

は
厳
し
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
は
同
社
だ
け
で
な
く
、
化
学

工
業
業
界
全
体
が
、
売
上
は
増
加
し

て
も
利
益
が
減
少
す
る
と
い
っ
た
傾

向
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
化
学
メ
ー
カ
ー
各
社
は
、

国
内
回
帰
指
向
と
な
っ
て
き
て
お
り
、

各
メ
ー
カ
ー
の
う
ち
、
約
六
割
が
日

本
の
需
要
に
期
待
し
て
い
る
と
Ｙ
社

経
営
者
は
語
っ
て
い
ま
す
。
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　フランスのトマ・ピケティ氏の『富者の
資産からの収益率ｒは、常に経済成長率ｇ
を上回り（常にｒ＞ｇ）、富はさらに富裕
層に集まっていく』という提起が世界中で
話題となっています。
　ピケティ氏は、米国ほどではないにしろ
日本も、中間層や非正規の階層を含む下位
90％の国民所得について、90年代以降下
落が続き所得格差を大幅に拡げていると、
来日の際、指摘しました。
　日本でも、Ｎ研究所の推計による分類と
して、2013年の超富裕層（純金融資産５億

円以上）と富裕層（１億円以上５億円未満）
が2011年からの２年間で19万７千世帯
増に対して、マス層（３千万円以下）が134
万世帯増で4,182万世帯存在するという
数字を発表しています。
　では、このことに関しての政府の統計で
はどうでしょうか。
　政府公表の相対的貧困率の推移（下表）
を見ても、やはり、日本の貧困が増えてい
ることが読み取れます。
　このような所得格差は経済成長を損なっ
ているとOECDが昨年報告。そして、結
論として…経済的不公平を正すことを指摘
しています。

　損害保険代理店・Ａ氏は、種々の事故・
賠償の問題に対応してきました。
　Ａ氏は、良い保険・悪い保険があるわけ
ではなく、“今の自分の考え方や状況に合
っているか否か”で保険の掛け方を決めて
ほしいと話します。
　以下がA氏のアドバイスです。
⑴　企業にはいろいろなリスク（課題）が
あるので、そのリスクに細かいことでも
気づくこと。
⑵　リスクをどのように解決するか、例え
ば、業務中に従業員が車で同じ会社の他
の従業員にケガをさせた場合、対人補償
で補償されるか？（＝「対人賠償使用人
災害特約」で保険金が支払われる場合が
ある）等は解決を先延ばしにせず、すぐ
解決すること。
⑶　相談できるブレーンがいること。相談
者が身近にいると容易に解決に向けて踏
み出せます。

　

調
査
会
社
・
Ｔ
社
の
「
海
外
進
出

に
関
す
る
企
業
の
意
識
調
査
」（
複

数
回
答
）
結
果
に
よ
る
と
、
海
外
進

出
の
理
由
の
中
に
は
、「
国
内
の
人

口
減
に
よ
る
売
上
減
対
策
」
と
い
っ

た
回
答
も
あ
り
ま
し
た
。

　

そ
し
て
、
直
接
進
出
し
た
企
業
に

対
す
る
、
撤
退
や
撤
退
検
討
の
有
無

へ
の
質
問
に
つ
い
て
は
、「
撤
退
は
考

え
て
い
な
い
」
が
五
六・三
％
と
半
数

を
超
え
る
一
方
、「
撤
退
ま
た
は
撤
退

の
検
討
あ
り
」
の
企
業
は
三
九・四
％

に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

今
後
、
海
外
に
進
出
す
る
場
合
、

生
産
拠
点
と
し
て
最
も
重
視
す
る
国
・

地
域
は
「
ベ
ト
ナ
ム
」
が
一
〇・九
％

で
最
も
多
く
、以
下
、中
国
、タ
イ
、

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
で
し

た
。
販
売
先
で
は
、「
中
国
」
が
一

二
・
二
％
で
最
も
多
く
、ア
メ
リ
カ
、

タ
イ
、
ベ
ト
ナ
ム
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

が
続
き
ま
し
た
。

〈表〉日本の相対的貧困率の推移
年 1985 1991 2006 2009 2012

相対的貧困率（％） 12.0 13.5 15.7 16.0 16.1
子供の貧困率（％） 10.9 12.8 14.2 15.7 16.3
収入の中央値（万円） 216 270 254 250 244
貧困線（万円） 108 135 127 125 122
注厚生労働省　平成25年「国民生活基礎調査」から作成。貧困線以下が貧困率。

日本の貧困化

万一に備えた保険
今
後
の
生
産
拠
点
・
ベ
ト
ナ
ム
が
首
位


